様式第２号（第４条関係）
事 業 計 画 書
１　申請事業者の概要
	申請事業者名
	

	本社（主たる事務所）の所在地
	（〒    -      ）


	資本金または出資金の額
	万円

	従業員数
	人

	業　　種
	日本標準産業分類における分類コード：

	
	項目名：（中分類）

　　　 （小分類）

	主要生産品目等
	

	担当者連絡先
	所属・役職・氏名：

	
	事務所所在地：（〒    -      ）



	
	Ｔ Ｅ Ｌ：　（　　　）　　　－　　　　　　　

	
	Ｆ Ａ Ｘ：　（　　　）　　　－　　

	
	Ｅメール：


２　外部機関の概要
	外部機関名
	

	代表者の役職及び氏名
	

	本社（主たる事務所）の所在地
	（〒    -      ）


	資本金または出資金の額
	万円
	従業員数
	人

	業　　種
	

	これまでの実績
	

	本事業の推進体制
	

	担当者連絡先
	所属・役職・氏名：

	
	事務所所在地：（〒    -      ）



	
	Ｔ Ｅ Ｌ：　（　　　）　　　－　　　　　　　

	
	Ｆ Ａ Ｘ：　（　　　）　　　－　　

	
	Ｅメール：


３　事業の概要
	事業実施場所
	事業所名：

	
	所 在 地：京都府

	実施事業の区分

※該当するものにチェック（「レ」または「■」）
	□　診断・見える化事業

（対象区分　□エネルギー　□エネルギ―以外のスマートファクトリー）

	
	□　設備整備事業

（対象区分　□エネルギー　□エネルギ―以外のスマートファクトリー）

	診断・見える化事業※
	事業実施期間（予定）
	着手（発注）時期：　　　　　年　　月　　日（予定）

	
	
	完了（支払）時期：　　　　　年　　月　　日（予定）

	
	事業内容


診断・見える化を行う方法（概要、機器構成等）及び導入しようとする設備等の名称・概要・能力・数量等を記載のこと


	

	
	製造ライン等におけるエネルギー又は生産性に関する現状における課題
	

	
	事業実施による企業経営及び生産活動への効果
	

	設備整備事業※
	事業実施期間（予定）
	着手（発注）時期：　　　　　年　　月　　日（予定）

	
	
	完了（支払）時期：　　　　　年　　月　　日（予定）

	
	事業内容


整備しようとする設備機器等の名称、概要、能力、数量等を記載のこと

	

	
	事業実施による企業経営及び生産活動への効果

エネルギーの削減効果（予測）又は生産性の向上についても具体的に記載のこと

	


※記入欄が足りない場合は、適宜、行を追加してください。また、補足説明資料がある場合は、別途添付してください。
（対象区分「エネルギー」の場合は作成すること）

４　当該事業所（工場）におけるエネルギーの使用状況（令和２年度）※１　　
	燃料

種別
	電　気※２
	都市ガス
	ＬＰガス
	灯油
	重油

	
	①


	②


	③


	
	
	
	

	
	(kWh)
	(kWh)
	(kWh)
	(ｍ３)
	(kg)
	(ℓ)
	(ℓ)

	４月
	
	
	
	
	
	
	

	５月
	
	
	
	
	
	
	

	６月
	
	
	
	
	
	
	

	７月
	
	
	
	
	
	
	

	８月
	
	
	
	
	
	
	

	９月
	
	
	
	
	
	
	

	10月
	
	
	
	
	
	
	

	11月
	
	
	
	
	
	
	

	12月
	
	
	
	
	
	
	

	１月
	
	
	
	
	
	
	

	２月
	
	
	
	
	
	
	

	３月
	
	
	
	
	
	
	

	金額※３
	万円
	万円
	万円
	万円
	万円
	万円
	万円


注）

※１‥　当該事業所（工場）における年間（令和２年４月～令和３年３月）のエネルギー使用量

　　　を記入してください。

　　　　なお、月１万円以下の燃料については記入する必要はありません。

※２‥　電気は、契約種別ごとに記入してください。４契約以上の場合は別葉としてください。
※３‥　「金額」欄には、燃料種別ごとの経費を万円単位（千円未満切り捨て）で記入してください。


